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発足：昭和３８年（１９６３年）２月１０日 ５市合併により誕生

人口：９８１,０１６人（平成２１年３月３１日現在）

面積：４８７．８８ k㎡

五大市に次ぐ全国６番目の政令市全国６番目の政令市

１

北九州市のプロフィール

九州地方の福岡県北部に位置する 豊かな自然が残る都市

曽根干潟

平尾台



２

消費者物価地域差指数
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平成２０年度消費者物価地域差指数の政令市比較

注：指数（北九州市＝１００とする）データのない浜松市、堺市を除く

暮らしやすいまち北九州市

子育てしやすいまちNo.1(政令市)

政令指定都市中 全国５１都市中

1位 4位

＊NPO法人エガリテ大手前 主催

「次世代育成環境ランキング」

（平成17～20年度）

（平成20年度）

政令市で１番低い 4年連続政令市1位

暮らしやすいまち暮らしやすいまち



３

市の発展に向けた「プラスの連鎖」のイメージ

生活の質の向上生活の質の向上 ←← 経済基盤の強化（税収の増加）経済基盤の強化（税収の増加）

人にやさしいまち

【暮らしづくり】
～質の高い暮らしができるまちづくり～

○保健・医療・福祉の充実

○地域コミュニティの活性化

○多文化共生のまちづくり

ほか

元気なまち

【産業づくり】
～元気で人が集まるまちづくり～

○地域産業の振興

○観光等にぎわいの創出

○働きやすい環境づくり

ほか

地域の魅力の向上地域の魅力の向上 →→ 地域外の人・企業に対する求心力向上地域外の人・企業に対する求心力向上

市政経営の基本的な考え方 市政の経営理念

プラスの
連鎖



まちづくりのちからまちづくりのちから

４

◆人づくり

◆暮らしづくり

◆産業づくり

◆都市づくり

●世界の環境首都

世界からもみとめられる環境都

市づくり

●アジアの技術首都

アジアの中核的なものづくりの
拠点形成

人と文化を育み、世界につながる、環境と技術のまち人と文化を育み、世界につながる、環境と技術のまち

連携のちから連携のちから
まちとまちの

つながりを強める

資産のちから資産のちから
まちの「たから」

を活かす

自然のちから自然のちから
自然の恵みを

活かす

市民のちから市民のちから
みんなで

まちをつくる

行政のちから行政のちから
新しい市役所に

変わる

市政経営の基本的な考え方 「元気発進！北九州」プラン

まま ちち づづ くく りり のの 目目 標標

基 本 方 針

北九州ブランドの創造

平成２０年１２月策定



５

環境モデル都市に決定環境モデル都市に決定（平成２０年7月22日）

「低炭素社会実現」に向けた取組みを積極的に展開

世界の環境首都への取組① 環境モデル都市に選定

H20.7 認定証を受ける

地球温暖化問題の解決 都市活力の増大 アジアの発展･交流

低炭素社会づくり市民の環境への想いと絆 新しい価値観、文化の創造

環境が
先進の街を

創る

環境が
経済を
拓く

環境が
人を
育む

環境が
豊かな生活を

支える

環境が
アジアの絆を

深める

CO2削減目標（2050年）北九州市域： 50％
（現在の排出量:1,560万㌧/年） アジア 地域： 150％相当

北九州市環境モデル都市行動計画（平成２１年３月）

～北九州グリーンフロンティアプラン～

北九州市環境モデル都市行動計画（平成２１年３月）

～北九州グリーンフロンティアプラン～



東九州自動車道
(北九州JCT～苅田北九州空港IC)

4航路 40便/週

※北九州市内を東西、南北
に結ぶ

※総延長49.5km
※九州自動車道と３箇所接続

世界の環境首都への取組② 環境モデル都市の取組

６

環境が先進の街を創る

城野地区低炭素先進モデル地区

廃熱利用
ユニット

燃料電池本体
水素計量計

お湯
電気

一
般
商
用
電
源

環境が経済を拓く

東田地区水素タウン

集合住宅

店舗

水素

環境が人を育む

低炭素社会総合学習システム

環境ミュージアムとエコハウス

環境が豊かな生活を支える

北九州版カーボンオフセット

環境がアジアの絆を深める

（仮称）アジア低炭素化センター

水素ステーション



７

世界の環境首都への取組③ 北九州エコタウン

総合環境コンビナート・響リサイクル団地実証研究エリア

概要：研究施設数: 15、事業者施設数: 26
事業成果: 環境保全と経済開発

環境: 環境負荷の削減、省資源・省エネルギー

経済: 投資額 約600億円 （市：国等：民間＝1：2：7）
従業員数:  約1,300人（非常勤を含む）
視察者数：約75万人 (1998年～2009年3月)

循環型社会構築に向けた日本最初の「エコタウン」事業

環境政策と産業振興（環境産業）にも貢献



日揮触媒化成㈱
色素増感太陽電池の材料チタニ
ア研究開発・生産

㈱新菱
太陽電池ウエハー加工

北九州市

ＮＳソーラーマテリアル㈱
太陽電池の素材となるソーラーグ
レードシリコン生産

九州工業大学大学院早瀬研究室
色素増感太陽電池の研究

フロンティア・カーボン㈱
有機薄膜太陽電池のn型材料フ
ラーレンの研究開発・生産

㈱三井ハイテック
ハイブリッド車向けモーターコア

㈱東芝
光半導体の開発・製造拠点

黒崎播磨㈱
燃料電池向け低熱伝導率断熱
材、太陽電池製造装置向け材料
の研究開発・生産

TOTO㈱
固体酸化物形燃料電池（SOFC）の
研究開発

㈱フジコー
溶射技術と光触媒技術を活かして
色素増感太陽電池の研究開発

日本コークス工業㈱
リチウムイオン二次電池向け負極材
の研究開発・生産

芝浦特機㈱
全国初の太陽光発電付きマン
ション事業を展開

電源開発㈱
1,000ｋWの太陽光発電実証事業

を展開

戸田マテリアル㈱
リチウムイオン二次電池向け正極材
の生産

新日鐵化学㈱ 九州製造所
有機ＥＬ材料、色素増感太陽電池の
研究開発

㈱安川電機
インバータ、太陽光発電向けパ
ワーコンディショナー生産

㈱日鉄エレックス
二次電池・燃料電池の検査装
置の研究開発・設計、ほか製造
ライン自動化など。

三菱化学㈱
二次電池向け正極材、負極材展
開も検討

世界の環境首都への取組④ 環境・エネルギー関連産業の集積

８



１ 北九州市経済の現状
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【【製造品出荷額等の推移】

資料：「工業統計」経済産業省（従業員４人以上）

1,000km

東アジアに近い北九州
この地理的優位性は非常に大きな強み地理的優位性は非常に大きな強み

日本を代表するものものづくり産業づくり産業
（基礎素材産業）が集積

１ 北九州市経済の現状 ロケーションと産業特性



機械・金属加工産業
（１９４５年～）

機械・金属加工産業
（１９４５年～）

近代産業の発生
（１９０１年）

近代産業の発生
（１９０１年）

大企業の展開
（～１９２０年）

大企業の展開
（～１９２０年）

プラント
エンジニアリング

（～１９４５年）

プラント
エンジニアリング

（～１９４５年）

地域資源
石炭・石灰

港湾

鉄 素
材

鉄鋼
・新日鐵

鉄鋼
・住友金属
・日立金属
窯業
・黒崎播磨黒崎播磨
・ＴＯＴＯＴＯＴＯ
化学
・旭硝子
・三菱化学
電気機械
・安川電機安川電機
・東芝

鉄鋼関係から
・三島光産
・岡野バルブ
・濱田重工

窯化学関係から
・高田工業所
・山九

・三井ハイテック三井ハイテック
・日本磁力選鉱
・日本鋳鍛鋼

多様な展開多様な展開

・ゼンリン（地図）ゼンリン（地図）
・安川情報システム
（情報産業）

・セントラルユニ
（医療・福祉機器）

・シャボン玉石けん
（無添加石けん）

・OCC
（海底光ケーブル）

環境産業環境産業
公害対策
省エネルギー対策

基盤産業技術の高度化 先端技術へ基盤産業技術の高度化 先端技術へ

官営八幡製鐵所(190１)

１０

１ 北九州市経済の現状 ものづくり産業の蓄積



１１

千葉、東京、神奈川、静岡、愛知、三重、千葉、東京、神奈川、静岡、愛知、三重、
和歌山、徳島、高知和歌山、徳島、高知の各都県の各都県

４等地

茨城、埼玉、山梨、大阪、香川、愛媛茨城、埼玉、山梨、大阪、香川、愛媛のの
各府県各府県

３等地

北海道、青森、宮城、新潟、長野、岐阜、北海道、青森、宮城、新潟、長野、岐阜、
滋賀、京都、兵庫、奈良、岡山、広島、滋賀、京都、兵庫、奈良、岡山、広島、
大分、宮崎、沖縄大分、宮崎、沖縄の各の各道府道府県県

２等地

岩手岩手、、秋田秋田、、山形山形、、福島福島、、栃木栃木、、群馬群馬、、
富山富山、、石川、福井、鳥取、島根、山口、石川、福井、鳥取、島根、山口、

福岡福岡、佐賀、長崎、熊本、鹿児島、佐賀、長崎、熊本、鹿児島

の各県の各県

１等地

地震危険度がもっとも低い地域に位置し、業務継続性を確保可能地震危険度がもっとも低い地域に位置し、業務継続性を確保可能

渇水に強い工業用水と上水道渇水に強い工業用水と上水道

地震保険等地図（損害保険料率算出機構）

１ 北九州市経済の現状 地震・渇水に強い都市構造

【【工業用水道工業用水道】】

水量豊かな遠賀川(１級河川)を水源（日量254,000m３の供給能力）とした、気象条件に左右気象条件に左右

されないされない安定安定したした給水を実施給水を実施

東京都及び政令市の中、最も安価な料金最も安価な料金（平成（平成2020年年44月月11日日にに料金料金のの引き下げ引き下げを実施を実施））

【【上水道事業上水道事業】】

市外にも積極的に水源を求め、豊富な水量を確保豊富な水量を確保

基幹浄水場を結ぶ連絡管の整備等により、事故や災害に強い安定した給水を実現事故や災害に強い安定した給水を実現

大口特割制度の導入と大口使用単価の引き下げ（平成大口特割制度の導入と大口使用単価の引き下げ（平成2121年年44月月11日実施）日実施）



北九州学術研究都市
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ご紹介用地の位置

九州自動車道

ひびき灘開発㈱用地

北九州空港

北九州学術研究都市

北九州空港移転跡地 産業団地

１ 北九州市の経済の現状 優れた投資環境が充実した産業用地

北九州臨空産業団地

響灘臨海工業団地

マリナクロス新門司

１２

サイエンスパーク



１３

１ 北九州市の経済の現状 即戦力人材の安定的確保

北九州市内及び近隣市町の教育機関と人材育成の取り組み北九州市内及び近隣市町の教育機関と人材育成の取り組み

●福岡県は全国でトップクラスの工業
系高校卒業者数を誇る

●北九州市及び近隣の工業系高校だけ
で県内の約1/2を占め、安定した人材供

給が可能



過去５年間の誘致実績過去５年間の誘致実績（平成１６年度～平成２０年度）
誘致件数 ２１８社 新規雇用 ７，５５１人 投資額 ４，６６６億円
厳しい経済状況にもかかわらず着実に企業誘致を達成

１４

１ 北九州市の経済の現状 企業の誘致実績

データセンターソフトバンクIDC㈱

超大型及び大型建設車両用ラジアルタイヤ㈱ブリヂストン

ディーゼル用燃料噴射装置の製造㈱デンソー北九州製作所

自動車内外装備品豊田合成㈱

スポンジチタン東邦チタニウム㈱

鍛造用鋼塊寿工業㈱

コールセンター富士通コミュニケーションサービス㈱

企業名 内 容

トヨタ自動車九州㈱ ハイブリット用トランスアクスル

サカエ理研工業㈱
ラジェーターグリル等外装樹脂部品及び

ドアミラー等の機能部品

新日本無線㈱ 半導体の調査、研究、開発

大和ハウス工業㈱ 賃貸倉庫

市内企業の最近（H16～20年度）の大規模投資市内企業の最近市内企業の最近（（H16H16～～2020年度）年度）の大規模投資の大規模投資



㈱デンソー北九州製作所
カーエアコン・カーヒーター製造で世界に揺
るぎない地位!!

豊田合成㈱ 北九州工場
ハンドル・エアバック製造で圧倒的信頼性!!

千代田工業九州㈱
プレス部品・操作系部品で独自の地位確立!!

東邦チタニウム㈱ 若松・八幡工場
航空機・自動車・エレクトロニクス向け材料
の生産を強化!!

九州シロキ㈱
ドアサッシ・シートクリクライナーなどで高品質・
高信頼性が武器!!

山口県

北九州市

(3) 自動車産業が集積する北九州市

新日本製鐵㈱八幡製鐵所
自動車用鋼板製造では世界トップクラス!!

㈱住友金属小倉
特殊鋼生産のうち75%が自動車用!!

㈱三井スタンピング
ハイブリッド自動車、家電等用モータコアを
製造!!

イナジー・オートモーティブ・システ
ムズ㈱ 北九州工場
樹脂燃料タンク製造に活発的投資!!

㈱安川電機 八幡西事業所
半導体、電子部品、自動車産業向けの産業用
ロボットの製造が好調!!

トヨタ自動車九州㈱ 宮田工場
年間４３万台生産!!

トヨタ自動車九州㈱ 小倉工場
ハイブリッド部品工場の拠点に!!

日産自動車㈱ 九州工場
年間５３万台生産!!
日産車体九州㈱
平成２１年１２月操業開始予定！！

㈱ブリヂストン
超大型建設車両用ラジアルタイヤ の世界
シェア４割!!

㈱九州イマセン
自動車用シートアジャスタの生産を開始！

㈱ナミユニット
エンジン・ボディ足回り部品などで精密技術を
駆使!! 

いその㈱
主に自動車関連企業を対象としたプラス
チックのリサイクルからペレット加工までの
一貫生産を行う。

サカエ理研工業㈱
ラジェーターグリルなど外装樹脂部品。
平成２２年６月操業開始予定!! 

１ 北九州市の経済の現状 北部九州の自動車関連産業の集積

トヨタ自動車九州㈱ 苅田工場
エンジン 年間４４万基生産！！

１５



【【 北九州学術研究都市の特徴北九州学術研究都市の特徴】】
・ 理工系の大学・研究機関、企業の研究部門を
同一キャンパスに集積

・ 進出大学の教育・研究理念の共通化
・ キャンパスの一体的な運営、施設の共同利用
・ 研究者・教員・学生相互の交流と連携

－進出大学・研究機関等－

１６

１ 北九州市の経済の現状 北九州学術研究都市－知の基盤・産学連携拠点－

【大学名】 学部名・研究科名

１ 北九州市立大学
国際環境工学部

大学院国際環境工学研究科

２ 九州工業大学 大学院生命体工学研究科

３ 早稲田大学 大学院情報生産システム研究科

４ 福岡大学 大学院工学研究科

【研究機関等の名称】

福岡県リサイクル総合研究センター２

早稲田大学情報生産システム研究センター１

独立行政法人 科学技術振興機構14

３ 福岡大学産学官連携センター北九州産学連携推進室

４ 広島工業大学 IC設計・プロセス工学教育研究センター

５ 英国クランフィールド大学北九州共同研究室

６ 財団法人 九州ﾋｭｰﾏﾝﾒﾃﾞｨｱ創造ｾﾝﾀｰ北九州ITｵｰﾌﾟﾝラボ

７ 清華大学コンピュータ科学技術学部北九州研究室

８ 上海交通大学北九州研究室

９ 九州工業大学先端エコフィッティング技術開発研究センター

10 北九州市立大学技術開発センター群（ｱｸｱ研究ｾﾝﾀｰ等）

11 九州工業大学JAHNG研究室＆健康資源ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ研究会

12 熊本県立大学有薗研究室

13 九州工業大学産学連携推進センター若松分室

15 財団法人 ファジィシステム研究所



１７

充実した産業インフラや高度な技術・人材などの地域資源を最大限活用地域資源を最大限活用

今後の成長が期待でき、地域産業への大きな波及効果が見込める

重点産業分野の企業立地を促進し、新たな産業活力を取り込む重点産業分野の企業立地を促進し、新たな産業活力を取り込む

市内企業の情報収集及び事業拡張支援を行う市内企業の情報収集及び事業拡張支援を行う

１ 北九州市の経済の現状 戦略的な企業誘致による新たな成長産業の集積

重点誘致産業分野

自動車

物 流

情報通信半導体

環境

素 材 エネルギー

産業

誘致目標 ５年間

（平成20～24年度）

新規雇用

４，０００人



２ 市の財政状況



健全化判断比率健全化判断比率等（等（平成平成2020年度決算）年度決算）詳細版詳細版

35.040.0020.00財政再生基準

400.025.016.2511.25早期健全化基準

－－

実質赤字比率

1171.871.88.08.0－－北九州市

将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率区分

【単位：％】

１８

【資金不足比率】

【健全化判断比率】

公営企業会計が対象（上・下水道事業や病院事業など）

２ 市の財政状況 健全化判断比率等について①

他の公営企業会計は資金不足を生じた会計がないため比率なし

病院事業会計5.9％ （早期健全化基準に相当する）経営健全化基準は２０％

平成２０年度決算に基づく各比率はいずれも基準値に達していない



健全化判断比率健全化判断比率政令市比較政令市比較（平成（平成２０２０年度決算）年度決算）速報値速報値

１９

147.2710.85－－札幌市 S47

254.0

253.1

176.6

81.1

245.7

240.0

224.9

89.9

116.7

136.2

261.1

133.9

309.6

60.6

169.8

171.8171.8

17.8

15.6

15.1

6.9

10.7

12.0

13.5

12.8

12.2

11.2

20.2

15.6

20.1

7.9

12.2

8.08.0

1012－－神戸市 S31

1413－－広島市 S55

1515－－福岡市 S47

21－－堺市 H18

12－－さいたま市 H15

1617－－横浜市 S31

48－－静岡市 H17

134－－大阪市 S31

1278.630.87京都市 S31

66－－新潟市 H19

513－－川崎市 S47

88－－仙台市 H01

9933－－－－北九州市北九州市 S38S38

－

－

－

実質赤字比率

1111－名古屋市 S31

310－浜松市 H19

1716－千葉市 H04

将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率区分

政令市移行時期 順位 順位

【単位％】

実質赤字比率は、
連結ベースを含め
「比率なし」の黒字を確保「比率なし」の黒字を確保

実質公債費比率は、
８．０％の第３位８．０％の第３位

将来負担比率は、
１７１．８％の第１７１．８％の第99位位

１５年度以降政令市に移行
した比較的新しい都市を除比較的新しい都市を除
くと→第４位くと→第４位

昭和３８年の政令市移行
以来、財政規律を堅持し財政規律を堅持し
財政の健全性を維持財政の健全性を維持

２ 市の財政状況 健全化判断比率等について②

１５年度以降政令市に移行
した比較的新しい都市を除比較的新しい都市を除
くと→くと→第１位第１位



392 372 369 363 345 332 345 382
464 476

132 130 131 112 111 135
185

200
200 184

793 795 796
762 761

764
727

731 728
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301 295 298

284 292
290 284

291 287

815
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800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

１１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０

個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他

市税収入の推移

（億円）

（年度）

２０

２ 市の財政状況 市税収入の推移

1,644
1,596 1,590 1,569

1,502 1,520

1,584 1,593

1,686 1,675

税源移譲による税制改正の平年度化の影響等により個人市民税は増収

景気後退の影響による法人市民税の減収により、平成１５年度以来
５年ぶりの減収



96.5
95.2

80

100

札幌 仙台 さいたま 千葉 川崎 横浜 新潟 静岡 浜松 名古屋 京都 大阪 堺 神戸 広島 福岡 北九州 平均

市税及び税外債権の高い収入率市税及び税外債権の高い収入率
市税収入率で政令市中第４位・国民健康保険料収納率で政令市中第２位

平成２０年度決算（速報値）

２１

（％）

市税収入率（政令市第４位）市税収入率（政令市第４位）

91.97

87.69

80

100

札幌 仙台 さいたま 千葉 川崎 横浜 新潟 静岡 浜松 名古屋 京都 大阪 堺 神戸 広島 福岡 北九州 平均

国民健康保険料収納率（政令市第２位）国民健康保険料収納率（政令市第２位） 平成２０年度決算（速報値）
（％）

（現年度分）

２ 市の財政状況 確実な歳入の確保



633

479
514

917

1,141
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795

731
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93100165
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137
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386414
524523

421

658
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0
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【
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度

】

【

市

債

発

行

額

】

市債発行額と市債依存度（普通会計）の推移

市債

臨時財政対策債

市債依存度

２２

２ 市の財政状況 市債発行額と市債依存度の推移

歳入に占める市債依存度は平成１２年度をピークに減少傾向

平成５年以来１５年ぶりに１桁台に

市債発行額は投資的経費の減少等で３年連続の減少



13 , 65613 , 87113 , 78813 , 581
13 , 34013 , 210

12 , 816
12 , 233

11 , 644

2,000

7,000

12,000

１２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０

注 市債残高は全会計ベース。

（億円）

（年度）

２３

市債残高の推移（全会計）

市債残高は平成２０年度末１２１億円（△１．９％）減少
平成５年以来１５年ぶりに減少に転じた

２ 市の財政状況 市債残高の推移



888 870 868 847 826 787 733 722 717 717

674 680 706 752 780 783 782 821 860

585 600 607 667 717

1,872 2,069
1,722

1,439
1,179 1,009 1,126 981 777 725

1,919 1,835

1,807
1,869

1,910
1,926 1,909

1,883
1,902 1,909

741

524 524 636658 724

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

１１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０

人件費 扶助費 公債費 投資的経費 その他

4,934 4,935

5,944 5,972

5,662
5,461

5,274 5,160 5,186
5,035

義務的経費・投資的経費の推移（普通会計）

投資的経費は、平成１２年度をピークに減少傾向

義務的経費は、扶助費の増加で過去最高額を更新

（年度）

（億円）

２４

２ 市の財政状況 義務的経費・投資的経費の推移



17.0

14.5

0.0

15.0

30.0

札幌 仙台 さいたま 千葉 川崎 横浜 新潟 静岡 浜松 名古屋 京都 大阪 堺 神戸 広島 福岡 北九州 平均

先進的な行財政改革の取組み 人件費の抑制人件費の抑制
投資的事業については、引き続き重点事業の選択と集中化を図る

平成２０年度普通会計決算（速報値）

２５

（％）

人件費比率（政令市第２位）人件費比率（政令市第２位）

14.7 14.5

0.0

15.0

30.0

札幌 仙台 さいたま 千葉 川崎 横浜 新潟 静岡 浜松 名古屋 京都 大阪 堺 神戸 広島 福岡 北九州 平均

投資的経費比率（政令市第６位）投資的経費比率（政令市第６位）

（％）

19年度 15.8%から1.1ポイントの改善

→確実に投資的経費の縮減を実行

２ 市の財政状況 人件費・投資的経費
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札幌 仙台 さいたま 千葉 川崎 横浜 新潟 静岡 浜松 名古屋 京都 大阪 堺 神戸 広島 福岡 北九州 平均

(千円)

市民一人当たりの市税等一般財源は政令市中第５位一般財源は政令市中第５位、将来負担額から控除で
きる「充当可能基金」は政令市第４位「充当可能基金」は政令市第４位 十分な市債償還財源十分な市債償還財源

平成２０年度普通会計決算（速報値）

２６

市民一人当たり一般財源（政令市第５位）市民一人当たり一般財源（政令市第５位）
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札幌 仙台 さいたま 千葉 川崎 横浜 新潟 静岡 浜松 名古屋 京都 大阪 堺 神戸 広島 福岡 北九州 平均

市民一人当たり充当可能基金（政令市第４位）市民一人当たり充当可能基金（政令市第４位）

(千円)

２ 市の財政状況 十分な償還財源



２７

これまでの徹底した行財政改革への取組 取組成果 1,358件 約1,466億円 （8～20年度決算）
これまでの徹底した行財政改革への取組これまでの徹底した行財政改革への取組 取組成果取組成果 1,358件 約1,466億円 （8～20年度決算）

収支均衡、成熟型の財政運営への転換を図るため、
「北九州市経営基本計画（平成18年12月）」を策定。取組期間１９～２２年度

収支均衡、成熟型の財政運営への転換を図るため、
「北九州市経営基本計画「北九州市経営基本計画（平成（平成1818年年1212月）月）」を策定」を策定。取組期間１９～２２年度

【参考】20決算 1２５件 約137億円（一般財源約125億円）の効果

２ 市の財政状況 これまでの行財政改革の取り組み

経営改革の主な取り組み内容
歳入歳入 歳出歳出

●既存施設の活用や使用料、
手数料の見直し

●特別会計の剰余金等の活用

●未利用市有財産の有効活用

●人件費の削減

●公共投資の重点化・抑制

●事務事業の見直し等

経営基本計画の取組内容を継承 単年度収支の均衡を目指すため、
「北九州市経営プラン（平成20年12月）」を策定。 取組期間21～２5年度

経営基本計画の取組内容を継承 単年度収支の均衡を目指すため、
「北九州市経営プラン「北九州市経営プラン（平成（平成2020年年1212月）月）」を策定」を策定。 取組期間21～２5年度

集中取組期間（平成集中取組期間（平成2121年、年、2222年度）に２００億円の収支改善に取り組む！！年度）に２００億円の収支改善に取り組む！！



２８

２ 市の財政状況 北九州市経営プランの策定

「基本構想・基本計画」の推進と「プラス連鎖」の実現！！「基本構想・基本計画」の推進と「プラス連鎖」の実現！！

【【北九州市経営プランの概要北九州市経営プランの概要】】

●公債費、福祉・医療費の増加等による財政状況の悪化に加え、高齢化社会の進展等

さらなる財政圧迫要因が存在

●今後増加・多様化する行政ニーズへどのように対応していくか

●公債費、福祉・医療費の増加等による財政状況の悪化に加え、高齢化社会の進展等

さらなる財政圧迫要因が存在

●今後増加・多様化する行政ニーズへどのように対応していくか

市政経営の課題市政経営の課題

１ 持続可能で安定的な財政の確立

集中取組期間に２００億円規模の収支改善対策を実施

単年度収支の均衡を目指す！！（平成２２年度）

２ 多様な行政需要に対応しうる行政体制の確立

１ 持続可能で安定的な財政の確立持続可能で安定的な財政の確立

集中取組期間に２００億円規模の収支改善対策を実施

単年度収支の均衡を目指す！！（平成２２年度）単年度収支の均衡を目指す！！（平成２２年度）

２ 多様な行政需要に対応しうる行政体制の確立多様な行政需要に対応しうる行政体制の確立

市政経営の基本戦略市政経営の基本戦略

＜取組期間＞

平成２１～２５年度（うち２１・２２年度は集中取組期間）

＜取組期間＞＜取組期間＞

平成２１～２５年度（うち２１・２２年度は集中取組期間）
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２９

財政状況の悪化が見込まれる要因 公債費、福祉・医療費の増加公債費、福祉・医療費の増加

２ 市の財政状況 財政悪化の要因
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8%

9%

10%

11%

12%

13%

14%

15%
公債費、公債費割合の推移と推計公債費、公債費割合の推移と推計

高齢社会の進展によって
福祉・医療費の増加が見込まれる

＊一般会計H11～H20決算額 H21当初予算額

H22～中期財政見通しにおける見込み額

（出典：北九州市経営プラン）

＊福祉・医療費は各年度の扶助費、繰出金（国民健康保険特別会計、介護保険特別会計、老人保健医療特別会計、後期高齢者医療特別会計（H20～））の合計

福祉・医療費の推移福祉・医療費の推移

＊普通会計H11～H20決算額 H21当初予算額

平成２１年度にピークを迎え、
その後も高水準にとどまる



３０

中期財政見通し（Ｈ２１～２５）中期財政見通し（Ｈ２１～２５）
公債費がピークとなる２１年度を控え、平成２１～２２年度平成２１～２２年度
まで各年度まで各年度１００億円１００億円の新たな経営改善に取り組む

２ 市の財政状況 中期財政見通し

中期財政見通し（Ｈ19～Ｈ25）

△ 541

△ 337

△ 131

42

199

467

369

289 312 334 333 354

△ 600

△ 400

△ 200

0

200

400

600

Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

経営改善前 経営改善後 早期健全化基準 財政再生基準

○実質赤字比率の早期健全化基準＝△279億円
○　　　〃　　の財政再生基準　＝△495億円　　　　※いずれもＨ19決算ベース

（億円）
【経営改善後の基金残高】

(単位:億円)

＊財源調整用基金で、満期一括償還分等に係る基金は除く満期一括償還分等に係る基金は除く

△85 △228 △303 △290 △306 △339 △337

-             100 100 100 100 100 100

－ -             100 200 220 230 250

△85 △128 △103 10 14 △9 13

-             -             10 20 25 25 25

106 30 33 33 33 33 33

21 △98 △80 23 22 △ 1 21

467 369 289 312 334 333 354

平成２５年度平成２４年度平成２３年度平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度項　　　　目

基 金 増 減 額
⑫ （ ⑩ - ⑪ + ⑥ ）

年 度 末 基 金 残 高 ⑬
( 前 年 度 末 残 高 + ⑫ )

基 金 積 立 額 ⑥

収 支 不 足 額 ③

経 営 改 善 後 の 収 支 不 足 額
（ 基 金 取 崩 額 ）
⑩ （ ③ ＋ ④ ＋ ⑨ ）

決 算 に お け る 歳 入 増
・ 歳 出 不 用 等 ④

経 営 改 善 見 込 額 ⑨

基 本 計 画 推 進 財 源 ⑪

北九州市経営プラン北九州市経営プラン北九州市経営プラン



３１

持続可能で安定的な財政の確立持続可能で安定的な財政の確立

市税・国保料・介護保険料・保育料徴収の一元化市税・国保料・介護保険料・保育料徴収の一元化

市債権の効率的・効果的な回収を行う

北九州市経営プラン北九州市経営プラン北九州市経営プラン

など

２ 市の財政状況 具体的な取組内容（持続可能で安定的な財政の確立）

【【債権回収の強化債権回収の強化】】

【【収入額の確保収入額の確保】】

「債権回収基本計画」収入増加目標額「債権回収基本計画」収入増加目標額 約３４億円約３４億円

（（２０～２２年度）

【【未利用資産の処分・活用未利用資産の処分・活用】】

売却目標額売却目標額 ３０億円３０億円（～２２年度）

（歳出）（歳出）（歳入）（歳入）

民営化・民間委託の推進民営化・民間委託の推進、組織の見直し等
による職員数の削減を実施
平成２５年度には職員数を８，０００人体制平成２５年度には職員数を８，０００人体制へ

職員数の推移職員数の推移

集中取組期間中４０億円程度の効果額を確保
都市基盤の維持管理について
アセットマネジメントを導入アセットマネジメントを導入

年７％程度の削減年７％程度の削減を実施
公共工事のコスト縮減や地元企業への
優先発注にも取り組む

職員数の削減と人件費総額の抑制職員数の削減と人件費総額の抑制】】

【【事務事業の見直し事務事業の見直し】】

【【投資的経費の抑制投資的経費の抑制】】

10,842 10,760 10,633
10,460

10,230

9,705
9,548
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9,185
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9,000
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10,000

10,500

11,000

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

職員数（人）

年度



３ 起債運営について



３２

個別発行１０年債を例年どおり２１年１２月に発行予定

これまで以上にＩＲへ積極的に取り組むとともに、市場との対話を重ね
丁寧な起債運営に取り組む

３０９

政府資金等

４２４２００３００２００１５０

２０年共同発行個別

銀行等引受債超長期債年債１０
５年債

市場公募債

【平成２１年度起債発行予定額】１，５８３億円
（単位 億円）

注： 平成２１年度当初予算ベースで、前年度繰越事業分を含む

超長期２０年債を２２年１月に発行予定

３ 起債運営について 投資家のみなさまへ



平成２０年度においては民間資金の割合が、約９０％となった。
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１１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０

・・・政府資金等

・・・銀行等引受債

・・・市場公募債

◇ 銀行等引受債の５年債の債券発行（Ｈ１２～）
◇ 住民参加型市場公募債（ひまわり債）の発行（Ｈ１４～）
◇ 共同発行市場公募債の発行（Ｈ１５～）
◇ 変動金利型の借入（Ｈ１６～）

◇ シンジケート・ローンでの借入（Ｈ１６～）
◇ 提案募集方式による借入（Ｈ１７～）
◇ 超長期債（２０年債）の発行（Ｈ１８～）
◇ 全国型５年債の発行（Ｈ１９～）

（億円）

（年度）

資金調達の多様化への取り組み

市債発行に占める政府資金、民間資金の推移

【発行額の推移 全会計決算ベース】

1,750

1,241

３３

３ 起債運営について 資金調達の多様化へ向けた取り組み



平成２１年度市場公募債発行計画

8500501502005050150501005000計

300505050505050共同発行債

200100100２０年債

200200１０年債

150150５年債

計３月２月１月12月11月10月９月８月７月６月５月４月

平成２０年度に引き続き、平成２１年度も毎年１２月に発行している１０年債のほ
か、５年債（年１回）、２０年債（年２回）の発行を予定しています。

単位：億円

３４

３ 起債運営について 平成２１年度市場公募債発行計画



＊みずほ銀行 23.0 ＊野村證券 10.0 福岡銀行 24.0

（銀行団幹事預かり） 1.0 ＊日興ｼﾃｨｸﾞﾙｰﾌﾟ証券 10.0 （銀行団幹事預かり） 1.0

＊福岡銀行 6.0 ＊大和証券SMBC 10.0 みずほ銀行 24.0

＊西日本シティ銀行 2.0 （証券団幹事預かり） 2.0 （銀行団幹事預かり） 1.0

＊山口銀行 2.0 ＊みずほ証券 11.0 西日本シティ銀行 14.0

＊福岡ひびき信用金庫 1.0 ＊三菱UFJ証券 7.0 山口銀行 14.0

＊三井住友銀行 1.0 ＊みずほｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ証券 2.0 福岡ひびき信用金庫 10.0

デプファ銀行 1.0 ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ証券 1.0 信金中央金庫 4.0

銀行団計 37.0 ＊SMBCﾌﾚﾝﾄﾞ証券 1.0 三井住友銀行 2.0

＊丸三証券 1.0 福岡中央銀行 1.0

岡三証券 1.0 親和銀行 1.0

＊前田証券 1.0 大分銀行 1.0

しんきん証券 1.0 佐賀銀行 1.0

ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ証券 1.0 新生銀行 1.0

ﾒﾘﾙﾘﾝﾁ日本証券 1.0 西京銀行 1.0

ドイツ証券 1.0 計 100.0

BNPﾊﾟﾘﾊﾞ証券 1.0

ｸﾚﾃﾞｨ･ｽｲｽ証券 1.0

証券団計 63.0

＊５年債シンジケート団

市場公募債（平成２１年９月末現在） 銀行等引受債（平成２１年９月末現在）

（％）（％） （％）

３５

３ 起債運営について 北九州市債引受シンジケート団




